
資料１ 

花き部民間移譲の選定について 

 

市場を取り巻く環境は生活慣習の変化や流通の多様化に伴い、近年は取扱高の減少

が続いている。苫小牧市花き部について、生産及び流通の円滑化と嗜好性が高い品目

である花の普及を実現するために、令和５年１月から花き部の開設権を民間の事業者

へ移譲するものであり、この度、移譲先事業者を決定した。 

 

１ 民間移譲の内容  

（１）地方卸売市場の開設者として当市場を運営する。 

（２）市場における取扱品目は、花き及びその加工品 

（３）開設場所は、苫小牧市末広町２丁目１番１号 

（４）移譲予定日は、令和５年１月１日 

（５）市場施設については、土地は、有償貸付１５年間（当初５年間は、開設時支援と

して無償）とし、建物は有償譲渡とする。 

 

２ 選定の経過 

花き部民間移譲について、一般公募により事業者を募集したところ、２者の申込み

があり、令和４年７月２６日、関係部局、消費者及び学識経験者等９名で構成された

「苫小牧市公設地方卸売市場花き部民間移譲に係る事業者選定等委員会」において、

総合的に評価し、下記事業者を移譲先事業者として選定した。 

 

３ 移譲先事業者の概要 

団体名 株式会社苫花  

代表者名 代表取締役 鈴木 幹也 

所在地 苫小牧市末広町２丁目１番１号 

設立年月日 平成２４年４月１７日 

従業員等の数 役員４人 職員１１人 

主な事業 ①生花、鉢花、花木、苗木、種苗などの仲卸 

②生花、関連資材の仕入れ、代行サービス 

③花の加工、販売 

その他 平成 24 年 9 月より仲卸業者として、当市場に入場 

 

４ 主な提案内容 

（１）施設の空きスペースを、花き関連業者等にレンタルスペースとして貸し出す。 

（２）新たに鉢物、観葉植物、植木などを地元は勿論、札幌圏の業者に販売する。 

（３）既存の卸売業者や買受人の許可等を継続し、それぞれの得意分野について連携し

て市場運営する。 

（４）苫小牧市民に花と緑がもっと身近になるように情報発信をし、花と緑あふれる街

になるように地域に貢献する。 

（５）仲卸業者としての卸売市場法その他関係法令等を深く理解し、遵守してきた実

績を活かし、市場を運営する。 
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                                資料２ 

① 令和３年度 水産物部管理運営実績及びモニタリングの概要 

事業計画概要 

・苫小牧市公設地方卸売市場水産物部の管理運営に関する業務 

  売買取引に関する業務、施設の維持管理に関する業務等 

・市場活性化に関する業務 

  イベント開催、関係団体との協働による商品開発等により、 

卸売市場のＰＲに努める。 

・利用者へのサービス向上のための取り組み 

  ホームページやＳＮＳ等の発信により、利用促進につなげる。 

利用実績 開場日数    １２８日  

利用者満足度 

利用者アンケート結果 

満足 

やや満足 

普通 

59.0％ 

22.0％ 

16.0％ 

やや不満 

不満 

1.0％ 

2.0％ 

自主事業内容 

実 績 計 画 

・新型コロナの影響により中止 

・新型コロナの影響により中止 

・苫小牧漁業協同組との協働事業 

・新商品の開発 

・道内外への販路拡大 

・ＳＤＧｓの検討実施 

・ホッキまつり出店 

・市場親子見学会 

・苫小牧漁業協同組との協働事業 

・新商品の開発 

・道内外への販路拡大 

・ＳＤＧｓの検討実施 

内、未実施の事業 ・ホッキまつり出店 ・市場親子見学会 

職員研修等の

実施内容 

実 施 計 画 

・経理担当者研修 

・社会労働保険実務研修 

・日々の業務を通じて能力の向上 

指定管理者独

自で行った工

夫、取組等 

・売場照明消灯の徹底による省電力対応 

・除雪業務の自社対応 

・ホームページ、ツイッター、フェイスブックを利用し水揚げ状況の発信 

総合評価  ＡＡ ・ Ａ ･ Ｂ ・ Ｃ ・ Ｄ ・ Ｅ  

総評 

指定管理者制度導入初年度であったが、長年、水産物部の卸売業

者として施設を使用してきた経験もあり、使用者と連携を図りなが

ら、円滑な事業運営に努めていた。 

また、新型コロナウイルス感染防止策を講じながら、市民感謝祭

を実施し、卸売市場をＰＲできたことは大変評価できる。 

施設の維持・修繕についても、経験がない中、市と連絡調整を図り

ながら、適切に管理されていた。これらのことから、概ね適正に事

業計画に沿った運営がされていたと考える。 
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② 令和３年度 青果部管理運営実績及びモニタリングの概要 

事業計画概要 

・苫小牧市公設地方卸売市場青果部の管理運営に関する業務 

  売買取引に関する業務、施設の維持管理に関する業務等 

・市場活性化に関する業務 

  イベント等を開催し、卸売市場のＰＲに努める。 

・利用者へのサービス向上のための取り組み 

  利用業者から意見等を収集し、効果的で効率的な管理運営に 

努める。 

利用実績 開場日数  １２８日      

利用者満足度 

利用者アンケート結果 

満足 

やや満足 

50.0％ 

33.3％ 

やや不満 

不満 

7.14％ 

9.53％ 

自主事業内容 

 

実 績 計 画 

・新型コロナの影響により中止 

 

・親子見学会 

内、未実施の事業 
・親子見学会 

 

職員研修等の

実施内容 

実 施 計 画 

・食品衛生研修 

・防災研修 

・ＡＥＤ救命講習 

・商工会議所等が開催する講習 

指定管理者独

自で行った工

夫、取組等 

・冷蔵施設温度管理の徹底による省電力対応 

・除雪業務の自社対応 

・施設内の各所に消毒アルコールや除菌シートの設置、注意喚起な

どの新型コロナ対策 

総合評価  ＡＡ ・ Ａ ･ Ｂ ・ Ｃ ・ Ｄ ・ Ｅ  

総評 

指定管理者制度導入初年度であったが、長年、青果部の卸売業者

として施設を使用してきた経験もあり、使用者と連携を図りながら、

円滑な事業運営に努めていた。 

施設の維持・修繕についても、経験がない中、市と連絡調整を図り

ながら、点検を強化するなど適切に管理されていた。 

これらのことから、概ね適正に事業計画に沿った運営がされていた

と考える。 
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資料３ 

① 苫小牧市公設地方卸売市場条例の一部改正（案） 

改 正 案 現  行 

（取扱品目） 

第４条 市場の取扱品目は、次に掲げる部類

ごとに定める生鮮食料品等及びこれらに関

連ある商品とする。 

  青果部 野菜、果実及びその加工品並

びに鳥卵 

  水産物部 生鮮水産物及びその加工品 

  花き部 花き及びその加工 

（取扱品目） 

第４条 市場の取扱品目は、次に掲げる部類

ごとに定める生鮮食料品等及びこれらに関連

ある商品とする。 

  青果部 野菜、果実及びその加工品並び

に鳥卵 

  水産物部 生鮮水産物及びその加工品 

  花き部 花き及びその加工品 

（苫小牧市公設地方卸売市場運営審議会） 

第１２条 ≪略≫ 

２ ≪略≫ 

３ 審議会は、委員１４人以内で組織する。 

４－７ ≪略≫ 

（苫小牧市公設地方卸売市場運営審議会） 

第１２条 ≪略≫ 

２ ≪略≫ 

３ 審議会は、委員１７人以内で組織する。 

４－７ ≪略≫ 

（指定管理者による管理） 

第１３条 ≪略≫ 

２ 指定管理者に前項第２号及び第４号に掲

げる業務を行わせる場合における第３条第

３号、第９条及び第１１条の規定の適用に

ついては、第３条第３号及び第９条中「市

長」とあるのは「指定管理者」と、第１１条

中「市長の」とあるのは「市長若しくは指定

管理者の」と、「市長は」とあるのは「指定

管理者は」とする。 

３ 前項に規定する場合には、第５条の規定

は、適用しない。 

（指定管理者による管理） 

第１３条 ≪略≫ 

２ 指定管理者に前項第２号及び第４号に掲

げる業務を行わせる場合における第３条第３

号、第９条及び第１１条の規定の適用につい

ては、第３条第３号及び第９条中「市長」と

あるのは「指定管理者」と、第１１条中「市

長の」とあるのは「市長若しくは指定管理者

の」と、「市長は」とあるのは「指定管理者

は」とする。 

３ 前項に規定する場合には、第５条の規定

は、適用しない。 

別表（第１０条関係） 

種 別 金 額 

卸売業者市場使用

料の項から水産物

の項まで 

《略》 

                 

その他  《略》 《略》 

                     

別表（第１０条関係） 

種 別 金 額 

卸売業者市場使用料

の項から水産物の項

まで 

《略》 

花き売場  《略》 《略》 

その他   《略》 《略》 

  
 

施行日：令和５年１月１日  

※第 5 条の条文「市場の管理及び運営を行うため、市場に場長その他必要な職員を置く。」 
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② 苫小牧市公設地方卸売市場事業の設置等に関する条例の一部改正（案） 

改 正 案 現  行 

（経営の基本） 

第２条 ≪略≫ 

２ 取扱品目は、次のとおりとする。 

  水産物、そ菜、果実、花き、畜産物及び

その加工品 

  その他前号に関連のある商品 

（経営の基本） 

第２条 ≪略≫ 

２ 取扱品目は、次のとおりとする。 

  水産物、そ菜、果実、花き、畜産物及

びその加工品 

  その他前号に関連のある商品 

施行日：令和５年１月１日  
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① .苫小牧市公設地方卸売市場条例（変更後） 

昭和４１年７月１日 条例第２０号 

改正 ～《略》～ 

（設置） 

第１条 生鮮食料品等の取引の適正化とその健全な運営を確保し、もって生産

及び流通の円滑化と市民等の生活の安定を図るため、公設地方卸売市場（以

下「市場」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 市場の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

苫小牧市公設地方卸売市場 苫小牧市港町2丁目2番2号 

（用語の意義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１） 卸売業者 市場に出荷される生鮮食料品等について、その出荷者か

ら卸売のための販売の委託を受け、又は買い受けて、市場において卸売を

する業務を行う者で、業務規程で定めるところにより、取扱品目の部類ご

とに市長の許可を受けているものをいう。 

（２） 仲卸業者 市場内に設置する店舗において市場の卸売業者から卸売

を受けた生鮮食料品等を販売する業務を行う者で、業務規程で定めるとこ

ろにより、取扱品目の部類ごとに市長の承認を受けているものをいう。 

（３） 買受人 市場において卸売業者及び仲卸業者から生鮮食料品等の卸

売及び販売を受ける者で、業務規程で定めるところにより、取扱品目の部

類ごとに市長の承認を受けているものをいう。 

（４） 関連事業者 市場において市場機能の充実に資する業務又は市場の

利用者に便益を提供する業務を行う者で、業務規程で定めるところにより、

市長の承認を受けているものをいう。 
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（５） 市場施設 市場内の用地及び建物その他の施設をいう。 

（取扱品目） 

第４条 市場の取扱品目は、次に掲げる部類ごとに定める生鮮食料品等及びこ

れらに関連ある商品とする。 

（１） 青果部 野菜、果実及びその加工品並びに鳥卵 

（２） 水産物部 生鮮水産物及びその加工品 

（３） 花き部 花き及びその加工品 

（職員） 

第５条 市場の管理及び運営を行うため、市場に場長その他必要な職員を置く。 

（業務規程） 

第６条 市場において業務を行う卸売業者、仲卸業者、買受人及び関連事業者

は、業務規程で定めるところにより、その業務を行わなければならない。 

（監督） 

第７条 市長は、市場業務の適正かつ健全な運営を確保するため特に必要があ

ると認めるときは、卸売業者、仲卸業者、買受人又は関連事業者に対し、そ

の業務若しくは財産に関し報告若しくは資料の提出を求め、又は市職員に卸

売業者、仲卸業者、買受人又は関連事業者の事務所その他の業務を行う場所

に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件

を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係人に提示しなければならない。 

第８条 市長は、前条の調査を行った結果により、必要な指示をすることがで

きる。 

（使用の許可） 

第９条 市場施設を使用しようとする者は、市長の許可を受けなければならな

い。 

（使用料） 
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第１０条 市場及び市場施設の使用料は、次のとおりとする。 

（１） 卸売業者市場使用料 卸売金額（せり売若しくは入札又は相対取引

に係る価格に１００分の１０８（所得税法等の一部を改正する法律（平成

２８年法律第１５号）附則第３４条第１項第１号に規定する飲食料品（以

下「軽減対象資産」という。）以外のものにあっては、１００分の１１０）

を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）に応じ、別表に定める額の範囲内

において規則で定める額 

（２） 仲卸業者市場使用料 卸売業者以外の者から買い入れた物品（第３

条第２号の承認に係る取扱品目の部類に属する物品に限る。以下同じ。）

の市場における販売金額（販売に係る価格に１００分の１０８（軽減対象

資産以外のものにあっては、１００分の１１０）を乗じて得た金額をいう。

以下同じ。）に応じ、別表に定める額の範囲内において規則で定める額 

（３） 売場等施設使用料 使用種別及び使用面積に応じて別表に定める額

の範囲内において規則で定める額により算定した額に１００分の１１０を

乗じて得た額 

２ 前項の使用料は、市長が別に定める期限までに納入しなければならない。 

（使用の許可の取消し又は停止） 

第１１条 卸売業者又は市場施設を使用する者が、この条例に違反したとき又

は市長の指示に反したときは、市長は、市場又は市場施設の使用の許可の全

部若しくは一部の取消し又は使用の制限若しくは期間を定めて停止を命じる

ことができる。 

（苫小牧市公設地方卸売市場運営審議会） 

第１２条 市場における売買取引等に関し必要な事項を調査審議させるため、

市長の附属機関として、苫小牧市公設地方卸売市場運営審議会（以下「審議

会」という。）を置く。 

２ 審議会は、業務規程の変更その他市場における公正かつ効率的な売買取引

を確保するために必要な事項について、市長に意見を述べることができる。 
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３ 審議会は、委員１７１４人以内で組織する。 

４ 委員は、卸売業者、仲卸業者、買受人その他の利害関係者及び学識経験の

ある者のうちから市長が委嘱する。 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

６ 委員は、再任されることができる。 

７ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（指定管理者による管理） 

第１３条 市長は、市場の管理運営上必要があると認めるときは、指定管理者

（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する

指定管理者をいう。以下同じ。）に、市場の管理に関する業務のうち、次に

掲げるものを行わせることができる。 

（１） せり人の登録及びその抹消等に関する業務 

（２） 第３条第３号の承認及びその取消し等に関する業務 

（３） 売買取引に関する業務 

（４） 市場施設の使用許可及びその取消し等に関する業務 

（５） 市場の維持管理に関する業務 

（６） その他市場の管理運営上必要と認める業務 

２ 指定管理者に前項第２号及び第４号に掲げる業務を行わせる場合における

第３条第３号、第９条及び第１１条の規定の適用については、第３条第３号

及び第９条中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第１１条中「市長の」

とあるのは「市長若しくは指定管理者の」と、「市長は」とあるのは「指定

管理者は」とする。 

３ 前項に規定する場合には、第５条の規定は、適用しない。 

（雑則） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
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附 則～《略》～ 

別表（第１０条関係） 

種別 金額 

卸売業者市場使用料 卸売金額の1,000分の5 

仲卸業者市場使用料 卸売業者以外の者から買い入れた物品の市

場における販売金額の1,000分の5 

青果

物売

場 

売場使用料 1平方メートルにつき 月額 240円 

冷蔵庫使用料 〃          月額 650円 

事務所使用料 〃          月額 500円 

食堂使用料 〃          月額 500円 

作業場使用料 〃          月額 500円 

倉庫使用料 〃          月額 300円 

上屋使用料 〃          月額 240円 

水産

物売

場 

売場使用料 1平方メートルにつき 月額 200円 

冷蔵庫使用料 〃          月額 1,450円 

事務所使用料 1階 〃          月額 330円 

2階 〃          月額 290円 

食堂使用料 〃          月額 290円 

倉庫使用料 〃          月額 230円 

冷凍倉庫使用料 〃          月額 1,200円 

花き

売場 

売場使用料 1平方メートルにつき 月額 400円 

冷蔵庫使用料 〃          月額 1,500円 

事務所使用料 〃          月額 600円 

倉庫使用料 〃          月額 400円 

その

他 

冷凍庫使用料 1平方メートルにつき 月額 1,500円 

低温庫使用料 〃          月額 1,200円 

倉庫使用料 〃          月額 300円 
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②.苫小牧市公設地方卸売市場事業の設置等に関する条例（変更後） 

昭和４６年１０月１日 条例第２５号 

改正 ～《略》～ 

（設置） 

第１条 本市及びその周辺地域住民に対する生鮮食料品及びその加工品の卸売

価格の安定並びに流通の円滑化を図るため、公設地方卸売市場事業（低温倉

庫に関する業務を含む。）を設置する。 

（経営の基本） 

第２条 公設地方卸売市場事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公

共の福祉を増進するように運営されなければならない。 

２ 取扱品目は、次のとおりとする。 

（１） 水産物、そ菜、果実、花き、畜産物及びその加工品 

（２） その他前号に関連のある商品 

（重要な資産の取得及び処分） 

第３条 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」という。）

第３３条第２項の規定により、予算で定めなければならない公設地方卸売市

場事業の用に供する資産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価を得てす

る売払い以外の方法による譲渡にあつては、その適正な見積価額）が２，０

００万円以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは譲渡（不動産の信託の

場合を除き、土地については、１件５，０００平方メートル以上のものに限

る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは譲渡とする。 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第４条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４３条の２の２第８項の規定により、公設地方卸売市場事業の業務に従

事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が１０万円以上である場合とする。 

（議会の議決を要する負担附きの寄附の受領等） 



2/2 

第５条 公設地方卸売市場事業の業務に関し、法第４０条第２項の規定に基づ

き条例で定めるものは、負担附きの寄附又は贈与の受領でその金額又はその

目的物の価格が１０万円以上のもの及び法律上市の義務に属する損害賠償の

額の決定で当該決定に係る金額が１０万円（市有自動車通行上発生した事故

に係る損害賠償にあつては１００万円）以上のものとする。 

 

附 則 ～《略》～ 
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資料４ 

苫小牧市公設地方卸売市場業務規程の一部改正（案） 

改 正 案 現  行 

（休場日) 

第４条 ≪略≫ 

２ 前項各号に定める日のほか、市場のう

ち次の各号に掲げる取扱品目の部類に属

する物品の卸売に係る場所については、

当該各号に定める日に休場するものとす

る。 

 

  青果部  

１２月３１日から翌年１月４日まで 

  水産物部  

１２月３０日から翌年１月４日まで 

 花き    

部 １２月２９日から翌年１月３日まで 

３ ≪略≫ 

 

（（休場日) 

第４条 ≪略≫ 

２ 前項各号に定める日のほか、市場のう

ち次の各号に掲げる取扱品目の部類に属

する物品の卸売に係る場所については、

当該各号に定める日に休場するものとす

る。 

 

  青果部  

１２月３１日から翌年１月４日まで 

  水産物部  

１２月３０日から翌年１月４日まで 

  花き部  

１２月２９日から翌年１月３日まで 

３ ≪略≫ 

（卸売業者の数の最高限度） 

第５条 卸売業者の数の最高限度は、取

扱品目の部類ごとに、次に掲げるとおりと

する。 

  青果部 ２ 

  水産物部 ２ 

  花き部 ２ 

（卸売業者の数の最高限度） 

第５条 卸売業者の数の最高限度は、取扱

品目の部類ごとに、次に掲げるとおりと

する。 

  青果部 ２ 

  水産物部 ２ 

  花き部  ２ 

 

（仲卸業者の数の最高限度） 

第１９条 青果部における仲卸業者の数の

最高限度は、５           

       とする。 

 青果部 ５ 

  花き部 ２   

（仲卸業者の数の最高限度） 

第１９条 青果部における仲卸業者の数の

最高限度は、取扱品目の部類ごとに、次

に掲げるとおりとする。 

  青果部 ５ 

   花き部 ２ 

 

 

 

 

３ 前項に規定する場合に 
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（委託手数料の額） 

第４５条 卸売業者が卸売のための販売の

委託の引受けについて、その委託者から収

受する委託手数料は、卸売金額に取扱品目

ごとに次に掲げる定率以内の率を乗じて

得た金額とする。 

 －  ≪略≫ 

  花き １００分の１０ 

 －  ≪略≫ 

  花きの加工品 １００分の１０ 

  ≪略≫ 

２ ≪略≫ 

（委託手数料の額） 

第４５条 卸売業者が卸売のための販売の

委託の引受けについて、その委託者から収

受する委託手数料は、卸売金額に取扱品目

ごとに次に掲げる定率以内の率を乗じて

得た金額とする。 

 －  ≪略≫ 

  花き １００分の１０ 

 －  ≪略≫ 

  花きの加工品 １００分の１０ 

  ≪略≫ 

２ ≪略≫ 

別表（第５６条関係） 

種 別 金 額 

青果物売場の項及

び水産物売場の項 

《略》 

                  

その他  《略》 《略》 

                     

別表（第５６条関係） 

種 別 金 額 

青果物売場の項及

び水産物売場の項 

《略》 

花き売場  《略》 《略》 

その他   《略》 《略》 
 

施行日：令和５年１月１日  
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苫小牧市公設地方卸売市場業務規程（変更後） 

令和２年６月８日 

規則第１７号 

改正 ～《略》～ 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この業務規程は、苫小牧市公設地方卸売市場条例（昭和４１年条例第

２０号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものと

する。 

（用語の意義） 

第２条 この業務規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

（１） 卸売業者 条例第３条第１号の卸売業者をいう。 

（２） 仲卸業者 条例第３条第２号の仲卸業者をいう。 

（３） 買受人 条例第３条第３号の買受人をいう。 

（４） 関連事業者 条例第３条第４号の関連事業者をいう。 

（５） 市場施設 条例第３条第５号の市場施設をいう。 

（差別的取扱いの禁止） 

第３条 市長は、苫小牧市公設地方卸売市場（以下「市場」という。）におけ

る業務の運営に関し、出荷者、卸売業者、仲卸業者、買受人、関連事業者そ

の他の市場の利用者に対して、不当に差別的な取扱いをしてはならない。 

（休場日） 

第４条 市場は、次に掲げる日に休場するものとする。 

（１） 日曜日 

（２） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する

休日 

２ 前項各号に定める日のほか、市場のうち次の各号に掲げる取扱品目の部類
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に属する物品の卸売に係る場所については、当該各号に定める日に休場する

ものとする。 

（１） 青果部 １２月３１日から翌年１月４日まで 

（２） 水産物部 １２月３０日から翌年１月４日まで 

（３） 花き部 １２月２９日から翌年１月３日まで 

３ 市場は、第１項各号及び前項各号に定める日（以下「休場日」という。）

を除き、毎日開場するものとする。ただし、市長は、特に必要があると認め

るときは、あらかじめ関係者に周知して休場日に開場し、又は臨時に休場す

ることができる。 

第２章 市場関係事業者 

第１節 卸売業者 

（卸売業者の数の最高限度） 

第５条 卸売業者の数の最高限度は、取扱品目の部類ごとに、次に掲げるとお

りとする。 

（１） 青果部 ２ 

（２） 水産物部 ２ 

（３） 花き部 ２ 

（卸売業務の許可） 

第６条 条例第３条第１号の許可（以下「卸売業務の許可」という。）を受け

ようとする者は、次に掲げる事項を記載した卸売業務許可申請書（様式第１

号）その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければならない。 

（１） 氏名又は名称及び住所 

（２） 商号及び主たる業種名 

（３） 卸売の業務を行おうとする取扱品目の部類 

（４） 市場における１年間の取引見込額（消費税額及び地方消費税額を含

む。） 

（５） 法人である場合にあっては、資本金又は出資の額及び役員の氏名 
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２ 市長は、前項の規定による申請をした者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、卸売業務の許可をしてはならない。 

（１） 破産者で復権を得ないものであるとき。 

（２） 禁錮以上の刑に処せられた者又は卸売市場法（昭和４６年法律第３

５号。以下「法」という。）の規定に違反して罰金の刑に処せられた者で、

その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日か

ら起算して２年を経過しないものであるとき。 

（３） 卸売業務の許可の取消しを受け、その取消しの日から起算して２年

を経過しない者であるとき。 

（４） 卸売の業務を的確に遂行するのに必要な知識、経験又は資力信用を

有しない者であるとき。 

（５） 苫小牧市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２７年条例第３３

号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関

係事業者であるとき。 

（６） 法人であって、その業務を執行する役員のうちに前各号のいずれか

に該当する者があるとき。 

（７） その他市長が不適当であると認める者であるとき。 

（保証金の預託） 

第７条 卸売業者は、卸売業務の許可を受けた日から起算して３０日以内に、

誓約書（様式第２号）を添えて保証金を市長に預託しなければならない。 

２ 卸売業者は、前項の保証金を預託した後でなければ、卸売の業務を開始し

てはならない。 

（保証金の額） 

第８条 前条第１項の保証金の額は、１００万円の範囲内で取扱品目の部類ご

とに市長が別に定める。 

（保証金の充当） 

第９条 市長は、卸売業者が使用料その他市場に関して市長に納付すべき金額
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の納付を怠ったときは、第７条第１項の保証金をこれに充てることができる。 

（保証金の返還） 

第１０条 第７条第１項の保証金は、卸売業者がその資格を失った日から起算

して３０日を経過した後でなければ返還しない。 

（卸売業者の記章等の着用） 

第１１条 卸売業者は、市場内においては記章等を着用しなければならない。 

（卸売業務の許可の取消し等） 

第１２条 市長は、卸売業者が第６条第２項各号（第３号を除く。）のいずれ

かに該当することとなったとき、又は卸売業者が卸売業務の許可の取消しを

申し出たときは、その許可を取り消すものとする。 

２ 市長は、前項に規定する場合のほか、卸売業者が次の各号のいずれかに該

当するときは、卸売業務の許可を取り消し、又は売買取引の全部若しくは一

部を停止することができる。 

（１） 正当な理由がないのに卸売業務の許可の通知を受けた日から起算し

て３０日以内にその業務を開始しないとき。 

（２） 正当な理由がないのに引き続き３０日以上その業務を休止したとき。 

（３） 売買取引に関し不正又は不当な行為があると認めるとき。 

３ 前項の規定による処分に係る聴聞の期日における審理は、公開により行う

ものとする。 

（事業の譲渡し及び譲受け並びに合併及び分割） 

第１３条 卸売業者が事業（卸売の業務に係るものに限る。）の譲渡しをする

場合において、譲渡人及び譲受人が譲渡し及び譲受けについて市長の認可を

受けたときは、譲受人は、卸売業者の地位を承継する。 

２ 卸売業者たる法人の合併の場合（卸売業者たる法人と卸売業者でない法人

が合併して卸売業者たる法人が存続する場合を除く。）又は分割の場合（卸

売の業務に係る場合に限る。）において当該合併又は分割について市長の認

可を受けたときは、合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人



5/21 

又は分割により当該業務を承継した法人は、卸売業者の地位を承継する。 

３ 前２項の認可を受けようとする者は、認可申請書を市長に提出しなければ

ならない。 

（名称変更等の届出） 

第１４条 卸売業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞なくその

旨を市長に届け出なければならない。 

（１） 卸売の業務を開始し、休止し、又は再開したとき。 

（２） 第６条第１項第１号、第２号又は第５号に掲げる事項に変更があっ

たとき。 

（３） 卸売の業務を廃止したとき。 

２ 卸売業者が死亡し、又は解散したときは、当該卸売業者の相続人又は清算

人は、遅滞なくその旨を市長に届け出なければならない。 

（事業報告書等の提出） 

第１５条 卸売業者は、事業年度ごとに事業報告書を作成し、当該事業年度経

過後９０日以内に市長に提出しなければならない。 

２ 卸売業者は、前項の規定による提出を行ったときは、事業報告書のうち貸

借対照表及び損益計算書について速やかに写しを作成し、１年間主たる事務

所に備えて置かなければならない。 

３ 卸売業者は、前項の写しについて閲覧の申出があった場合は、次の各号の

いずれかに該当する場合を除き、これを拒んではならない。 

（１） 当該卸売業者に対し卸売のための販売の委託又は販売をする見込み

がないと認められる者から閲覧の申出がなされた場合 

（２） 安定的な決済を確保する観点から当該卸売業者の財務の状況を確認

する目的以外の目的に基づき閲覧の申出がなされたと認められる場合 

（３） 同一の者から短期間に繰り返し閲覧の申出がなされた場合 

４ 卸売業者は、各月ごとに実績報告書を作成し、翌月１０日（その日が休場

日又は土曜日に当たるときは、その日の直後の休場日及び土曜日以外の日）
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までに市長に提出しなければならない。 

（せり人の登録） 

第１６条 卸売業者が市場において行う卸売のせり人（以下「せり人」という。）

は、当該卸売業者の申請に基づき市長の登録を受けている者でなければなら

ない。 

２ 卸売業者は、前項の登録を受けようとするときは、せり人登録申請書（様

式第３号）及びせり人となろうとする者がせりを遂行するのに必要な経験又

は能力を有することを証する書類を市長に提出しなければならない。 

３ 前項の規定による申請があったときは、市長は、せり人登録申請書を受理

した日から起算して３０日以内に、せり人登録簿に当該申請に係るせり人を

登録するとともに、その旨を申請者に通知しなければならない。 

（せり人の記章等の着用） 

第１７条 せり人は、卸売のせりに従事するときは、記章等を着用しなければ

ならない。 

（せり人の登録の抹消等） 

第１８条 市長は、せり人が次の各号のいずれかに該当するときは、期間を定

めてせり行為に従事することを禁止し、又はその登録を抹消することができ

る。 

（１） せり行為に関し、不公平な取扱いをし、又は不正な行為をしたとき。 

（２） 卸売業者が当該せり人に係る登録の抹消を申し出たとき。 

第２節 仲卸業者 

（仲卸業者の数の最高限度） 

第１９条 青果部における仲卸業者の数の最高限度は、取扱品目の部類ごとに、

次に掲げるとおり５とする。 

（１） 青果部 ５ 

（２） 花き部 ２ 
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（仲卸業務の承認） 

第２０条 条例第３条第２号の承認（以下「仲卸業務の承認」という。）を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した仲卸業務承認申請書（様式第

４号）その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければならない。 

（１） 氏名又は名称及び住所 

（２） 商号及び主たる業種名 

（３） 仲卸しの業務を行おうとする取扱品目の部類 

（４） 市場における１年間の取引見込額（消費税額及び地方消費税額を含

む。） 

（５） 法人である場合にあっては、資本金又は出資の額及び役員の氏名 

２ 市長は、前項の規定による申請をした者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、仲卸業務の承認をしてはならない。 

（１） 破産者で復権を得ないものであるとき。 

（２） 禁錮以上の刑に処せられた者又は法の規定に違反して罰金の刑に処

せられた者で、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることが

なくなった日から起算して２年を経過しないものであるとき。 

（３） 仲卸業務の承認の取消しを受け、その取消しの日から起算して１年

を経過しない者であるとき。 

（４） 仲卸しの業務を的確に遂行するのに必要な知識、経験又は資力信用

を有しない者であるとき。 

（５） 苫小牧市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第２号に規定する

暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係事業者であるとき。 

（６） 法人であって、その業務を執行する役員のうちに前各号のいずれか

に該当する者があるとき。 

（７） その申請に係る取扱品目の部類の卸売業者（その常勤役員及び使用

人を含む。）であるとき。 

（８） その他市長が不適当であると認める者であるとき。 
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（保証金の預託） 

第２１条 仲卸業者は、仲卸業務の承認を受けた日から起算して３０日以内に、

誓約書を添えて保証金を市長に預託しなければならない。 

２ 仲卸業者は、前項の保証金を預託した後でなければ、仲卸しの業務を開始

してはならない。 

（保証金の額） 

第２２条 前条第１項の保証金の額は、市長が別に定める。 

（準用） 

第２３条 第９条から第１４条まで及び第１５条第４項の規定は、仲卸業者に

ついて準用する。この場合において、第９条及び第１０条中「第７条第１項」

とあるのは「第２１条第１項」と、第１２条第１項中「第６条第２項各号」

とあるのは「第２０条第２項各号」と読み替えるものとする。 

第３節 買受人 

（買受業務の承認） 

第２４条 条例第３条第３号の承認（以下「買受業務の承認」という。）を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した買受業務承認申請書（様式第

５号）その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければならない。 

（１） 氏名又は名称及び住所 

（２） 商号及び主たる業種名 

（３） 買受けの業務を行おうとする取扱品目の部類 

（４） 市場における１年間の取引見込額（消費税額及び地方消費税額を含

む。） 

（５） 法人である場合にあっては、資本金又は出資の額及び役員の氏名 

２ 市長は、前項の規定による申請をした者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、買受業務の承認をしてはならない。 

（１） 破産者で復権を得ないものであるとき。 

（２） 買受けの業務を的確に遂行するのに必要な知識、経験又は資力信用
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を有しない者であるとき。 

（３） 苫小牧市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第２号に規定する

暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係事業者であるとき。 

（４） 法人であって、その業務を執行する役員のうちに前各号のいずれか

に該当する者があるとき。 

（５） その申請に係る取扱品目の部類の卸売業者（その常勤役員及び使用

人を含む。）であるとき。 

（６） その他市長が不適当であると認める者であるとき。 

（準用） 

第２５条 第１１条、第１２条及び第１４条の規定は、買受人について準用す

る。この場合において、第１２条第１項中「第６条第２項各号（第３号を除

く。）」とあるのは、「第２４条第２項各号」と読み替えるものとする。 

第４節 関連事業者 

（関連事業の種類） 

第２６条 市場における関連事業の種類は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 軽飲食業 

（２） 給油業 

（３） 氷販売業 

（４） その他市長が必要と認める業種 

（関連事業の承認） 

第２７条 条例第３条第４号の承認（以下「関連事業の承認」という。）を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した関連事業承認申請書（様式第

６号）その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければならない。 

（１） 氏名又は名称及び住所 

（２） 商号及び主たる業種名 

（３） 関連事業において取り扱おうとする品目 

（４） 法人である場合にあっては、資本金又は出資の額及び役員の氏名 
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２ 市長は、前項の規定による申請をした者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、関連事業の承認をしてはならない。 

（１） 破産者で復権を得ないものであるとき。 

（２） 禁錮以上の刑に処せられた者又は法の規定に違反して罰金の刑に処

せられた者で、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることが

なくなった日から起算して２年を経過しないものであるとき。 

（３） 関連事業の承認の取消しを受け、その取消しの日から起算して１年

を経過しない者であるとき。 

（４） 関連事業を的確に遂行するのに必要な知識、経験又は資力信用を有

しない者であるとき。 

（５） 苫小牧市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第２号に規定する

暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係事業者であるとき。 

（６） 法人であって、その業務を執行する役員のうちに前各号のいずれか

に該当する者があるとき。 

（７） その他市長が不適当であると認める者であるとき。 

（保証金の預託） 

第２８条 関連事業者は、関連事業の承認を受けた日から起算して３０日以内

に、誓約書を添えて保証金を市長に預託しなければならない。 

２ 関連事業者は、前項の保証金を預託した後でなければ、関連事業を開始し

てはならない。 

（保証金の額） 

第２９条 前条第１項の保証金の額は、市長が別に定める。 

（準用） 

第３０条 第９条、第１０条及び第１２条から第１４条までの規定は、関連事

業者について準用する。この場合において、第９条及び第１０条中「第７条

第１項」とあるのは「第２８条第１項」と、第１２条第１項中「第６条第２

項各号」とあるのは「第２７条第２項各号」と読み替えるものとする。 
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第３章 売買取引及び決済の方法 

第１節 売買取引の方法 

（売買取引の原則） 

第３１条 卸売業者、仲卸業者、買受人及び関連事業者（以下「市場関係事業

者」という。）は、公正かつ効率的な売買取引を行わなければならない。 

（差別的取扱いの禁止） 

第３２条 卸売業者は、市場における業務の運営に関し、出荷者、仲卸業者、

買受人、関連事業者その他の市場の利用者に対して不当に差別的な取扱いを

してはならない。 

（卸売に係る売買取引の方法） 

第３３条 卸売業者は、市場において行う卸売については、全ての物品につい

て、せり売若しくは入札又は相対取引（以下「せり売等」という。）の方法

によらなければならない。 

２ 卸売業者は、通常の卸売のための販売開始時刻を定めなければならない。 

３ 卸売業者は、第１項に規定する取引の方法の設定又は変更をしようとする

ときは、その方法を市場の見やすい場所への掲示、インターネットの利用そ

の他の適切な手段（以下「掲示等」という。）により、関係者に十分周知し

なければならない。この場合において、前項の販売開始時刻前に卸売をしよ

うとするときは、その旨、当該卸売に係る物品、卸売予定数量その他必要な

事項を併せて周知しなければならない。 

（卸売に係る売買取引の条件の公表） 

第３４条 卸売業者は、次に掲げる売買取引の条件に係る事項について、掲示

等により公表しなければならない。 

（１） 営業日及び営業時間 

（２） 取扱品目 

（３） 生鮮食料品等の引渡しの方法 

（４） 委託手数料その他の生鮮食料品等の卸売に関し出荷者又は買受人が
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負担する費用の種類、内容及びその額 

（５） 生鮮食料品等の卸売に係る販売代金（以下「卸売代金」という。）

の支払期日及び支払方法 

（６） 奨励金等がある場合には、その種類、内容及びその額（その交付の

基準を含む。） 

（卸売の業務の規制） 

第３５条 卸売業者は、卸売業務の許可に係る取扱品目の部類に属する生鮮食

料品等の卸売その他の販売をしたときは、当該許可に係る卸売の業務として

卸売をする場合を除き、市長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告は、第１５条第４項の規定により提出する実績報告

書に、前項の販売について記載することにより行うものとする。 

３ 第１項の販売は、市場の適正かつ健全な運営を阻害することのないように

行わなければならない。 

（卸売の相手方の制限） 

第３６条 卸売業者は、市場における卸売の業務については、仲卸業者及び買

受人（以下「仲卸業者等」という。）以外の者に対して卸売をしてはならな

い。ただし、次の各号に掲げる場合であって、仲卸業者等の買受けを不当に

制限することとならないときは、この限りでない。 

（１） 市場における入荷量が著しく多いため又は市場に出荷された物品が

仲卸業者等にとって品目又は品質が特殊であるため、残品を生じるおそれ

がある場合 

（２） 仲卸業者等に対して卸売をした後残品を生じた場合 

（３） あらかじめ締結した契約に基づき他の卸売市場等に卸売をする場合 

（４） 市が主催する行事等のうち市長が認めるものにおいて卸売をする場

合 

（５） 災害の発生その他特別な事情がある場合 

（売渡票） 
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第３７条 卸売業者は、取引終了後速やかに売渡票を作成し、仲卸業者等に交

付しなければならない。 

（卸売業者の買受物品等の制限） 

第３８条 卸売業者は、市場において卸売業務の許可に係る取扱品目の部類に

属する物品の卸売をしたときは、市長が卸売の適正かつ健全な運営を阻害す

るおそれがないと認める場合を除くほか、仲卸業者等から当該卸売に係る物

品の販売の委託を引き受け、又は買い受けてはならない。 

（卸売物品の仲卸業者等の明示及び引取り） 

第３９条 卸売業者は、卸売をした物品について買い受けた仲卸業者等が明ら

かになるよう措置しなければならない。 

２ 仲卸業者等は、卸売を受けた物品を速やかに引き取らなければならない。 

３ 卸売業者は、仲卸業者等が引取りを怠ったと認められるときは、仲卸業者

等の費用でその物品を保管し、又は催告をしないで他の者に卸売をすること

ができる。 

４ 卸売業者は、前項の規定により他の者に卸売をした場合において、その卸

売価格（せり売等に係る価格に１００分の１０８（所得税法等の一部を改正

する法律（平成２８年法律第１５号）附則第３４条第１項第１号に規定する

飲食料品（以下「軽減対象資産」という。）以外のものにあっては、１００

分の１１０）を乗じて得た価格をいう。以下同じ。）が前項の仲卸業者等に

対する卸売価格より低いときは、その差額をその仲卸業者等に請求すること

ができる。 

（仲卸しの業務の規制） 

第４０条 仲卸業者は、仲卸業務の承認に係る取扱品目の部類に属する物品に

ついて、市場における販売の委託の引受けをしてはならない。 

２ 仲卸業者は、仲卸業務の承認に係る取扱品目の部類に属する物品を卸売業

者以外の者から買い入れて、市場において販売をしたときは、市長に報告し

なければならない。 
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３ 前項の規定による報告は、第２３条において準用する第１５条第４項の規

定により提出する実績報告書に、前項の販売について記載することにより行

うものとする。 

４ 第２項の販売は、市場の適正かつ健全な運営を阻害することのないように

行わなければならない。 

（衛生上有害な物品の売買禁止） 

第４１条 市場関係事業者は、衛生上有害な物品を市場において売買し、又は

売買の目的をもって所持してはならない。 

２ 市長は、衛生上有害な物品の売買を差し止め、又は撤去を指示することが

できる。 

（売買取引の結果等の報告及び公表） 

第４２条 卸売業者は、当該卸売業者に係る次の各号に掲げる事項を市長に報

告しなければならない。 

（１） その日の主要な品目の卸売予定数量 

（２） その日の前開場日における主要な品目の卸売の数量及び価格 

（３） その日の前開場日において卸売をした物品の市況並びに数量及び卸

売金額（条例第１０条第１項第１号の卸売金額をいう。以下同じ。） 

（４） その月の前月の委託手数料の種類ごとの受領額及び奨励金等がある

場合にあっては、その月の前月の奨励金等の種類ごとの交付額（第３４条

の規定によりその条件を公表した委託手数料及び奨励金等に係るものに限

る。） 

２ 卸売業者は、前項第１号、第２号又は第４号に掲げる事項を報告したとき

は、これを掲示等により公表しなければならない。 

３ 市長は、市場における第１項第１号又は第２号に掲げる事項の報告を受け

たときは、これを掲示等により公表しなければならない。 

４ 前２項の規定により公表される内容が同一であるときは、これを市長と卸

売業者が共同して公表できるものとする。 
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第２節 決済の方法 

（決済の原則） 

第４３条 市場における売買取引（卸売のための販売の委託の引受けを含む。）

を行う場合における決済は、この業務規程で別に定めるもののほか、当該取

引の当事者間で合意した支払期日及び支払方法（現金の交付、手形若しくは

小切手の振出し、預金若しくは貯金への振込み又は口座振替のいずれかの方

法に限る。）によらなければならない。 

（仕切り及び送金並びにこれらに関する特約） 

第４４条 卸売業者は、受託物品の卸売をしたときは、委託者に対して、その

卸売をした日の翌日（売買仕切書又は第３号に掲げる金額の送付について委

託者との特約がある場合には、その特約の期日）までに、次に掲げる事項を

明記した売買仕切書及び同号に掲げる金額を送付しなければならない。 

（１） 当該卸売をした物品の品目、等級、単価（せり売等に係る価格をい

う。以下この条において同じ。）、数量及び単価と数量の積の合計額並び

に当該合計額に１００分の８（軽減対象資産以外のものにあっては、１０

０分の１０）を乗じて得た金額（当該委託者の責めに帰すべき理由により

第４９条第２項の規定による卸売代金の変更をした物品については、当該

変更に係る品目、等級、単価、数量及び単価と数量の積の合計額並びに当

該合計額に１００分の８（軽減対象資産以外のものにあっては、１００分

の１０）を乗じて得た金額） 

（２） 次条の規定による当該卸売に係る委託手数料並びに当該卸売に係る

費用のうち委託者の負担となる費用の項目及び金額（消費税額及び地方消

費税額を含む。） 

（３） 第１号の単価と数量の積の合計額に１００分の１０８（軽減対象資

産以外のものにあっては、１００分の１１０）を乗じて得た金額から前号

の委託手数料及び委託者の負担となる費用の金額を控除した金額（以下「売

買仕切金」という。） 
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２ 卸売業者は、売買仕切書又は売買仕切金の送付について委託者と特約を結

んだときは、その特約に関する書面を備え付け、市長の求めに応じて提出し

なければならない。 

（委託手数料の額） 

第４５条 卸売業者が卸売のための販売の委託の引受けについて、その委託者

から収受する委託手数料は、卸売金額に取扱品目ごとに次に掲げる定率以内

の率を乗じて得た金額とする。 

（１） 野菜 １００分の８．５ 

（２） 果実 １００分の８ 

（３） 生鮮水産物 １００分の７ 

（４） 花き １００分の１０ 

（５）（４） 野菜の加工品 １００分の８．５ 

（６）（５） 果実の加工品 １００分の８ 

（７）（６） 水産物の加工品 １００分の７ 

（８） 花きの加工品 １００分の１０ 

（９）（７） 前各号以外の品目 １００分の１０ 

２ 卸売業者は、前項の委託手数料の額を、掲示等により委託者に周知しなけ

ればならない。 

（売買仕切金の前渡し等） 

第４６条 卸売業者は、集荷の円滑化を期するために出荷者に対し売買仕切金

の前渡し、保証金の差し入れ、又は資金の貸付けをすることができる。 

（出荷者奨励金の交付） 

第４７条 卸売業者は、市場における取扱品目の安定的供給の確保を図るため

出荷者に対して出荷奨励金を交付することができる。 

（買受代金の支払） 

第４８条 仲卸業者等は、卸売業者から買い受けた物品の代金を支払わなけれ

ばならない。 
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２ 前項の規定は、仲卸業者から物品を買い受けた者においてその物品の代金

の支払について準用する。 

（卸売代金の変更の禁止） 

第４９条 卸売業者は、正当な理由がなく卸売をした物品の卸売代金の変更を

してはならない。 

２ 卸売業者は、正当な理由により卸売代金の変更をしたときは、当該売買仕

切書に変更の理由を付記しなければならない。 

（完納奨励金の交付） 

第５０条 卸売業者は、卸売代金の期限内の完納を奨励するため仲卸業者等に

対して完納奨励金を交付することができる。 

第４章 物品の品質管理 

（物品の品質管理） 

第５１条 市場関係事業者は、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）その

他の市場において取り扱う物品の品質管理に関する法令等の規定を遵守しな

ければならない。 

第５章 市場施設の使用 

（施設の使用指定等） 

第５２条 市場関係事業者及び次項に規定する者が許可を受けて使用する市場

施設の使用条件は、市長が指定する。 

２ 市長は、市場の業務の適正かつ健全な運営を確保するため特に必要がある

と認めるときは、市場関係事業者以外の者に対して市場施設の使用を許可す

ることができる。 

（用途変更、転貸等の禁止） 

第５３条 市場施設の使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、

当該施設の用途を変更し、又は当該施設の全部若しくは一部を転貸し、若し

くは他人に使用させてはならない。ただし、市長の承認を受けた場合は、こ

の限りでない。 
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（原状変更の禁止） 

第５４条 使用者は、市長の承認を受けずに市場施設に建築、造作若しくは模

様替を加え、又は市場施設の原状に変更を加えてはならない。 

２ 使用者が市長の承認を受けて、当該市場施設の原状に変更を加えたときは、

使用者は返還の際原状に復し、又はこれに代わる費用の弁償をするものとす

る。 

（補修弁済） 

第５５条 市場施設を故意又は過失により滅失し、又は損傷した者は、その補

修をし、又はその費用の弁済をしなければならない。 

（使用料等） 

第５６条 条例第１０条第１項第１号の規則で定める額は、卸売金額の１，０

００分の３に相当する額とする。 

２ 条例第１０条第１項第２号の規則で定める額は、卸売業者以外の者から買

い入れた物品の販売金額の１，０００分の３に相当する額とする。 

３ 条例第１０条第１項第３号の規則で定める額は、別表に定める額とする。 

４ 卸売業者市場使用料及び仲卸業者市場使用料はその月分を翌月の２５日

（その日が休場日又は土曜日に当たるときは、その日の直後の休場日及び土

曜日以外の日。以下この項において同じ。）までに、売場等施設使用料はそ

の月分を当月の２５日までにそれぞれ納入しなければならない。 

５ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認める

場合は、その全部又は一部を還付することができる。 

６ 使用者は、使用許可を受けた日から使用の有無にかかわらず、使用料を納

付しなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認める場合は、

その全部又は一部を減免することができる。 

７ 市場施設において使用する電灯、電力、電話、ガス、水道、下水道、ごみ

処理及び暖房に要する費用は、使用者の負担とする。 

第６章 苫小牧市公設地方卸売市場運営審議会 
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（会長及び副会長） 

第５７条 苫小牧市公設地方卸売市場運営審議会（以下「審議会」という。）

に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

４ 会長及び副会長に共に事故があるときは、あらかじめ会長の指名した委員

が、会長の職務を代理する。 

（会議） 

第５８条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２ 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

（意見等の聴取） 

第５９条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を審議会に出席

させて説明を求め、又は意見を述べさせることができる。 

（委任） 

第６０条 この章に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事

項は、会長が審議会に諮って定める。 

第７章 雑則 

（業務規程の遵守義務） 

第６１条 出荷者、市場関係事業者その他の市場の利用者は、この業務規程を

遵守しなければならない。 

２ 市長は、この業務規程を遵守させるため、必要な限度において、前項に規

定する者に対し、指導及び助言、報告及び検査、是正の求めその他の措置（次

項において「指導等」という。）をとることができる。 

３ 市長は、第１項の規定に違反し、又は指導等に従わなかった市場関係事業

者に対し、その業務の全部又は一部を停止させることができる。 
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（市場の秩序の保持等） 

第６２条 市場へ入場する者は、市場の秩序を乱し、又は信用を失墜する行為

をしてはならない。 

２ 市長は、市場の秩序の保持を図るため必要があると認めるときは、市場へ

の入場の制限その他必要な措置をとることができるものとする。 

（清潔の保持） 

第６３条 市場関係事業者は、市場施設の清潔を保持し、物件の整理整頓に努

めなければならない。 

（指定管理者による管理） 

第６４条 条例第１３条第１項の規定により指定管理者に市場の管理を行わせ

る場合における第３条、第１２条及び第１４条（第２５条において準用する

場合に限る。）、第１５条（第２３条において準用する場合を含む。）、第

１６条、第１８条、第２４条、第３５条、第４０条から第４２条まで、第５

２条から第５４条まで並びに第６２条の規定の適用については、これらの規

定（第１５条第１項を除く。）中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第

１６条第２項中「せり人登録申請書（様式第３号）」とあるのは「せり人登

録申請書」と、第２４条第１項中「買受業務承認申請書（様式第５号）」と

あるのは「買受業務承認申請書」とする。 

（雑則） 

第６５条 この業務規程に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 ～《略》～ 
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別表（第５６条関係） 

種別 金額 

青

果

物

売

場 

売場使用料 1平方メートルにつき 月額 120円 

冷蔵庫使用料 〃 月額 330円 

事務所使用料 〃 月額 250円 

食堂使用料 〃 月額 250円 

作業場使用料 〃 月額 250円 

倉庫使用料 〃 月額 150円 

上屋使用料 〃 月額 120円 

水

産

物

売

場 

売場使用料 1平方メートルにつき 月額 100円 

冷蔵庫使用料 〃 月額 730円 

事務所使用料 1階 〃 月額 170円 

2階 〃 月額 150円 

食堂使用料 〃 月額 150円 

倉庫使用料 〃 月額 120円 

冷凍倉庫使用料 〃 月額 600円 

花

き

売

場 

売場使用料 1平方メートルにつき 月額 200円 

冷蔵庫使用料 〃 月額 750円 

事務所使用料 〃 月額 300円 

倉庫使用料 〃 月額 200円 

そ

の

他 

冷凍庫使用料 1平方メートルにつき 月額 750円 

低温庫使用料 〃 月額 600円 

倉庫使用料 〃 月額 150円 

 


